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３．予算編成の基本的考え方
22年度予算編成に当たっては、「予算編成の基本方針」（21年12月15日閣議決定）に基づき、次のよ
うな基本的考え方に立って編成することとした。
22年度予算編成に当たっては、「人間のための経済」を目指す。何よりも人のいのちを大切にし、
国民の生活を守る政治を行う。国民の暮らしを犠牲にしても経済合理性を追求するという発想をと
らず、国民の暮らしの豊かさに力点を置いた経済・社会に転換していく。こうした観点から、22年
度予算においては、子育て、雇用、環境、科学・技術に特に重点を置く。
その際、事業仕分けの評価結果の厳格な反映によって不要不急の歳出の削減を行うとともに、特
別会計について聖域なき見直しを断行した上で税外収入を確保し、これを最大限活用した予算編成
を行う。その上で、未来への責任を果たす財政運営を行う観点から、国債発行額の水準についても、
財政規律を重視する姿勢を明確に示すものでなければならない。長期金利の急激な上昇を招かない
よう、市場の発信を受け止め、市場の信認を確保することが重要である。他方、現在の厳しい経済
状況にも鑑みれば、直近の財政拡大的な国債発行の水準をある程度容認する必要がある。こうした
観点から、22年度の国債発行額を、前政権が編成した21年度第１次補正予算後の国債発行額である
約44兆円以内に抑えるものとする。
４．一般会計予算の規模等
\ 一般会計予算の規模

22年度一般会計予算の規模は、922¶992億円であって、21年度当初予算額に対して37¶512億円
（4•2％）の増加となっている。
なお、一般歳出の規模は、534¶542億円であって、21年度当初予算額に対して17¶233億円（3•3

％）の増加となっている。
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〇 中 国 地 方 整 備 局 告 示 第 百 三 号

次 の よ う に 道 路 の 区 域 を 変 更 し た の で 、 道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 十 八 条 第 一 項 の

規 定 に 基 づ き 、 告 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 平 成 二 十 二 年 四 月 九 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

平 成 二 十 二 年 四 月 九 日 中 国 地 方 整 備 局 長 福 田 功
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〇 沖 縄 総 合 事 務 局 告 示 第 二 十 三 号

次 の よ う に 道 路 の 供 用 を 開 始 す る の で 、 道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 十 八 条 第 二 項 の

規 定 に 基 づ き 、 告 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 平 成 二 十 二 年 四 月 九 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

平 成 二 十 二 年 四 月 九 日 沖 縄 総 合 事 務 局 長 竹 澤 正 明
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供 用 開 始 の 期 日 平 成 二 十 二 年 四 月 十 二 日

内閣は、財政法第46条第１項の規定に基づき、平成22年度予算等について次のとおり報告する。
第１部 平成22年度予算

１．予算成立の経緯
22年度予算は、21年12月25日に政府案が閣議に提出され、概算の閣議決定が行われた。
その後、22年１月22日に概算決定を一部変更する閣議決定を行った上、第174回国会（常会）に

提出され、３月２日、衆議院可決、３月24日、参議院可決を経て、成立した。
以下、成立した予算について概説することとする。

２．予算編成の前提となった経済情勢及び財政事情
\ 経済情勢

21年度の我が国経済は、失業率が高水準で推移するなど厳しい状況にあったが、持ち直してい
くと見込まれた。物価の動向を見ると、緩やかなデフレ状況にあった。消費者物価は、大幅な供
給超過、前年度の原油価格高騰の反動等から、４年ぶりに下落に転じた。21年度の国内総生産の
実質成長率は、成長の発射台が極めて低いことなどから、前年度より改善するものの、マイナス
2•6％程度にとどまると見込まれた。また、国民の景気実感に近い名目成長率はマイナス4•3％程
度と２年連続の急速な減少が見込まれた。
22年度において、景気は緩やかに回復していくと見込まれる。これは、「明日の安心と成長のた
めの緊急経済対策」（21年12月８日閣議決定）や22年度予算に盛り込まれた家計を支援する施策等
により、民間需要が底堅く推移することに加え、世界経済の緩やかな回復が続くと期待されるか
らである。物価は、大幅な供給超過の下で、マイナス幅が縮小するものの緩やかな下落が続くと
見込まれる。また、失業率は高止まるとみられる。こうした結果、22年度の国民総生産の実質成
長率は、1•4％程度と３年ぶりのプラス成長が見込まれる。また、名目成長率は、0•4％程度と同
様にプラスに転じると見込まれる。なお、先行きのリスクとして、雇用情勢の一層の悪化、デフ
レ圧力の高まりによる需要低迷、海外景気の下振れ、為替市場の動向等に留意する必要がある。

] 財政事情
我が国財政は、21年度補正（第１号）後予算では公債依存度が43•0％にも及び、国・地方合わ

せた長期債務残高が21年度末においてＧＤＰ比170％程度になると見込まれた。我が国財政は、
主要先進国中最悪の水準であるなど、極めて深刻な状況にあり、こうした厳しい財政事情の下、
22年前半には複数年度を視野に入れた中期財政フレームを作るとともに、中長期的な財政規律の
在り方を含む「財政運営戦略」を策定し、財政健全化への道筋を示すこととしている。
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